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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社がないため記載を省略しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第２四半期 
累計期間

第79期
第２四半期 
累計期間

第78期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (千円) 2,471,377 2,594,324 6,108,055 

経常利益 (千円) 93,324 177,079 502,491 

四半期(当期)純利益 (千円) 84,635 100,379 321,830 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,440,000 1,440,000 1,440,000 

発行済株式総数 (株) 17,180,000 17,180,000 17,180,000 

純資産額 (千円) 5,031,712 5,259,513 5,262,083 

総資産額 (千円) 7,617,773 8,117,624 7,802,835 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 5.00 5.93 19.01 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.00 

自己資本比率 (％) 66.1 64.8 67.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,271,699 668,274 1,315,624 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 67,582 54,672 △150,784

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △67,267 △115,581 △123,056

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 2,899,317 3,276,452 2,669,086 

回次
第78期

第２四半期
会計期間

第79期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.98 6.31 
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当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものです。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期累計期間における日本経済は、本年３月に発生した東日本大震災により急速に悪化しま

したが、サプライチェーンの復旧に伴い、国内の供給制約の問題がほぼ解消し、生産や輸出は概ね震災

前の水準に回復しています。このため、悪化していた企業収益が回復するとともに、復興需要による押

し上げもあり設備投資は増加しています。 

また、個人消費は、自粛ムードが緩和する中、自動車の供給制約の解消や、夏場での地上デジタル放

送への移行を控えたテレビの駆け込み需要、電力不足による節電特需などをから、景気の持ち直しの動

きは継続しています。 

しかしながら、世界経済において、米国での景気失速懸念や欧州での財政・金融不安、そして成長が

続く中国での金融引締めの影響等により、その景気の回復ペースは鈍化しており、これに円高の進展も

あり、輸出の伸び悩みによる低成長が予想されます。 

このような状況の中、売上高は化学プラント用特殊ガス圧縮機関連の売上が伸びたことにより前年同

期比5.0％増の2,594百万円となりました。売上総利益は、国内外の競合企業との競争が激化しているも

のの部品等の売上が増加したこともあり、前年同期比28.9％増の669百万円となりました。また、販売

費及び一般管理費が研究開発費等の増加により前年同期比15.5％増の497百万円となったものの、上記

売上総利益の増加を受け営業利益は前年同期比93.7％増の172百万円となり、経常利益は前年同期比

89.7％増の177百万円となりました。四半期純利益は、前年同期において特別利益51百万円（貸倒引当

金戻入額26百万円、投資有価証券売却益24百万円）があったことにより、前年同期比18.6％増の100百

万円にとどまりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

圧縮機事業 

当第２四半期累計期間の圧縮機事業における外部顧客への売上高は、前年同期比5.9％増の2,556百

万円、セグメント利益は前年同期比85.3％増の189百万円となりました。 

繊維機械事業 

当第２四半期累計期間の繊維機械事業における外部顧客への売上高は、前年同期比33.4％減の37百

万円、セグメント損失は16百万円（前年同期はセグメント損失13百万円）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期会計期間の総資産は、8,117百万円で前事業年度に比べ314百万円増加しました。この主

な要因は、売掛金の減少556百万円があったものの、仕掛品の増加224百万円及び預け金の増加600百万

円があったことによります。 

当第２四半期会計期間の負債は、2,858百万円で前事業年度に比べ317百万円増加しました。この主な

要因は、設備関係支払手形の増加120百万円及びその他の流動負債の増加253百万円があったことにより

ます。 

当第２四半期会計期間の純資産は、5,259百万円で前事業年度に比べ２百万円減少しました。この主

な要因は、四半期純利益が100百万円となったものの、配当金が101百万円あったことによります。 

以上の結果、自己資本比率は64.8％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、3,276百万円で、前事業年度末に比べ607百万

円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は668百万円であります（前年同期比603百万円減少）。この増加は主

に、たな卸資産の増加額249百万円及び仕入債務の減少額203百万円があったものの、税引前四半期純利

益177百万円及び売上債権の減少額973百万円によります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、増加した資金は54百万円であります（前年同期比12百万円減少）。この増加は主

に、有形固定資産の取得による支出30百万円があったものの、定期預金の払戻による収入85百万円によ

ります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、減少した資金は115百万円であります（前年同期比48百万円減少）。この減少は主

に配当金の支払額100百万円によります。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当社は本年４月に平成23年度から平成25年度の３年間の新中期経営計画を策定しました。 

 国内市場において今後も設備投資の低迷が続くと予想される状況の中で、中長期的・持続的成長の実現

と、海外市場において国内外の企業との競争に打ち勝ち売上を拡大するため「国際化」と「コストダウン

及び技術・商品開発」に向けた取り組みを推進いたします。 

 定量目標としては、平成26年３月期に100億円の売上を、純利益は平成23年４月から平成26年３月まで

の３事業年度合計で16億円を目指します。 

 投資は、３年間合計で７億円を見込んでいます。具体的には設備分野で4.5億円を、技術開発分野で2.5

億円の投資を計画しております。 

 これらの目標を実現するために実施する施策は次のとおりです。 

  

１．老朽化設備の更新を中心に、生産効率改善・製品品質改善・コスト削減のための投資を実施しま

す。また、生産能力拡大の方策（新立地の可能性も含め）を検討します。 

２．既存製品の品質改善・技術競争力の強化、ならびに新製品開発を目的とする技術開発に注力しま

す。特に、海外市場向けを意識した製品の開発に注力します。 

３．各年５名前後の新卒採用と、即戦力人材のキャリア採用を継続し、営業・設計・生産・サービス各

部門の戦力の補強に努めます。 

４．OJT の強化と研修プログラムの充実を図り、人材育成・能力開発に注力します。 

５．輸出の拡大と韓国、中国、インド、東南アジア諸国及び欧州等の海外市場対策強化のため、海外拠

点の確保、人員の配置、輸出営業部署の拡充を図ります。 

６．現地生産やサービス体制の確立の為、海外企業との連携を積極的に推進するとともに、広くグロー

バルな規模での事業展開を睨んだ提携を推進します。 

尚、当第２四半期累計期間において、重要な状況の変化はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は51百万円であります。 

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,180,000 17,180,000 
大阪証券取引所
市場第二部

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
1,000株であります。 

計 17,180,000 17,180,000 ― ―

 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

― 17,180 ― 1,440 ― 1,203 
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(6) 【大株主の状況】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、当社所有の自己株式255千株（1.48％）があります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
 (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式145株が含まれております。  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号 6,330 36.84 

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町二丁目10番26号 700 4.07 

加地取引先持株会 大阪府堺市美原区菩提６番地 575 3.34 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 508 2.96 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 303 1.76 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 200 1.16 

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 183 1.06 

松原 佐多子 奈良県磯城郡田原本町 176 1.02 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 172 1.00 

UBS AG LONDON A/C IPB SE 
GREGATED CLIENT ACCOUNT 
（常任代理人シティバンク銀行
株式会社） 

BAHNHOFSTRASSE 45,8001 ZURICH, 
SWITZERLAND 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

118 0.68 

計 ― 9,267 53.94 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 255,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,821,000 
16,821 ― 

単元未満株式 
 
普通株式 104,000 ― ― 

発行済株式総数 17,180,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,821 ― 
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② 【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社加地テック 

大阪府堺市美原区菩提６
番地 

255,000 ― 255,000 1.48 

計 ― 255,000 ― 255,000 1.48 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月１日か

ら平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 654,086 576,452

受取手形 382,928 255,524

売掛金 1,710,794 1,154,447

製品 26,769 45,926

仕掛品 1,206,225 1,430,449

原材料及び貯蔵品 297,406 303,699

預け金 2,100,000 2,700,000

その他 257,705 365,941

貸倒引当金 △36,500 △24,500

流動資産合計 6,599,416 6,807,941

固定資産   

有形固定資産 873,587 968,076

無形固定資産 15,933 30,232

投資その他の資産   

その他 423,620 421,096

貸倒引当金 △109,722 △109,722

投資その他の資産合計 313,898 311,374

固定資産合計 1,203,418 1,309,682

資産合計 7,802,835 8,117,624

負債の部   

流動負債   

支払手形 879,542 731,589

買掛金 230,068 275,999

短期借入金 177,500 172,500

未払法人税等 72,980 83,251

賞与引当金 152,730 158,129

受注損失引当金 69,700 84,000

設備関係支払手形 3,658 124,102

その他 382,214 635,732

流動負債合計 1,968,394 2,265,305

固定負債   

退職給付引当金 499,387 519,022

役員退職慰労引当金 40,554 51,405

その他 32,415 22,377

固定負債合計 572,356 592,805

負債合計 2,540,751 2,858,111
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,440,000 1,440,000

資本剰余金 1,203,008 1,203,008

利益剰余金 2,660,459 2,659,288

自己株式 △42,745 △42,790

株主資本合計 5,260,722 5,259,506

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,352 6

繰延ヘッジ損益 8 －

評価・換算差額等合計 1,361 6

純資産合計 5,262,083 5,259,513

負債純資産合計 7,802,835 8,117,624
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(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 2,471,377 2,594,324

売上原価 1,951,467 1,924,328

売上総利益 519,909 669,996

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 137,687 135,572

賞与引当金繰入額 34,296 36,800

役員退職慰労引当金繰入額 7,028 20,840

貸倒引当金繰入額 － △12,000

その他の販売費及び一般管理費 251,895 316,391

販売費及び一般管理費合計 430,907 497,604

営業利益 89,001 172,391

営業外収益   

受取利息 4,698 5,526

有価証券利息 962 －

その他 3,248 2,943

営業外収益合計 8,909 8,470

営業外費用   

支払利息 3,413 1,797

固定資産除却損 985 1,789

その他 188 194

営業外費用合計 4,587 3,781

経常利益 93,324 177,079

特別利益   

貸倒引当金戻入額 26,858 －

投資有価証券売却益 24,852 －

特別利益合計 51,710 －

税引前四半期純利益 145,035 177,079

法人税等 60,400 76,700

四半期純利益 84,635 100,379
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 145,035 177,079

減価償却費 41,987 64,074

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,176 19,635

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,956 10,850

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,858 △12,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 661 5,399

受注損失引当金の増減額（△は減少） 10,900 14,300

受取利息及び受取配当金 △5,013 △5,873

有価証券利息 △962 －

支払利息 3,413 1,797

固定資産除却損 985 804

固定資産売却損益（△は益） 74 △426

投資有価証券売却損益（△は益） △24,852 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,190,960 973,371

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,065 △249,674

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,601 △5,480

仕入債務の増減額（△は減少） △29,604 △203,991

その他 △67,847 △57,904

小計 1,243,632 731,963

利息及び配当金の受取額 2,829 5,194

有価証券利息の受取額 1,962 －

利息の支払額 △3,671 △1,901

法人税等の支払額 △273 △66,980

法人税等の還付額 27,220 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,271,699 668,274

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 85,000

有形固定資産の取得による支出 △26,405 △30,238

有形固定資産の売却による収入 15 560

無形固定資産の取得による支出 － △4,212

投資有価証券の売却による収入 84,500 －

その他の収入 9,473 3,564

投資活動によるキャッシュ・フロー 67,582 54,672

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 30,000 30,000

短期借入金の返済による支出 △15,000 △30,000

長期借入金の返済による支出 △5,000 △5,000

リース債務の返済による支出 △10,034 △9,785

自己株式の取得による支出 △97 △44

配当金の支払額 △67,135 △100,751

財務活動によるキャッシュ・フロー △67,267 △115,581

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,272,014 607,366

現金及び現金同等物の期首残高 1,627,303 2,669,086

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,899,317 ※  3,276,452
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

【会計方針の変更等】 

該当事項はありません。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。 

  

 
  

(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 
当第２四半期累計期間

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間

現金及び預金 899,317千円 576,452千円

預け金 2,000,000千円 2,700,000千円

現金及び現金同等物 2,899,317千円 3,276,452千円
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(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

  

1．配当金支払額 

 
  

2．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

  

該当事項はありません。 

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

  

1．配当金支払額 

 
  

2．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

  

該当事項はありません。 

  

(金融商品関係) 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

  
(有価証券関係) 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

  
(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月20日
定例取締役会 

普通株式 利益剰余金 67,708 4.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月23日
定例取締役会 

普通株式 利益剰余金 101,550 6.00 平成23年３月31日 平成23年６月28日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
圧縮機事業 繊維機械事業

売上高  

  外部顧客への売上高 2,414,424 56,953 2,471,377 

セグメント利益又は損失（△） 102,016 △13,014 89,001 

  （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
圧縮機事業 繊維機械事業

売上高  

  外部顧客への売上高 2,556,393 37,931 2,594,324 

セグメント利益又は損失（△） 189,057 △16,666 172,391 

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金額 5円00銭 5円93銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額(千円) 84,635 100,379 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 84,635 100,379 

普通株式の期中平均株式数(株) 16,926,883 16,924,893 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月14日

株式会社加地テック 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社加地テックの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第79期事業年度の第２四半期会計期間

(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社加地テックの平成23年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  原 田  大 輔   印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  辰 巳  幸 久   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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